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研究成果の概要（和文）：本研究では、第1に独立機関へのオーラル・ヒストリーとインタビューを会計検査
院・人事院に対して行い、その独立性確保戦略の共通性と差異性を導出した。第2に、文部大臣として教育権の
独立の制度化に尽力し、10年という戦後最長期間最高裁判所長官を務めた田中耕太郎の評伝執筆を通じて、より
広い文脈での独立性確保戦略を解明した。第3に、行政資源としては、資金、マンパワー、権限に加えて、情報
資源として新型コロナウイルス感染症対策における、科学情報資源の配分を通じて、専門家組織の独立性につい
て、政府の専門家会議を素材にオーラル・ヒストリーを行った。また「内閣感染症危機管理統括庁」を設置する
に際して、提言を行った。

研究成果の概要（英文）：This study examined the strategies for ensuring independence in institutions
 such as the Board of Audit and the National Personnel Authority. It involved oral histories, 
interviews, and a critical biography of Kotaro Tanaka, who advocated for the independence of 
education rights and the judiciary. The study also explored the role of expert organizations in 
allocating scientific information during the fight against COVID-19. Recommendations were made for 
the establishment of a "Cabinet Office for Infectious Disease Crisis Management Control" to ensure 
independence. Overall, the study contributes to understanding effective approaches for maintaining 
independence in key institutions.

研究分野：行政学

キーワード： 独立機関　行政資源　会計検査院　人事院　公文書管理委員会

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は第1に従来個別にとらえられた独立機関のうち、特に行政資源配分型の機関に焦点を当て
て、個別の動態をオーラル・ヒストリーによって抽出した点にある。従来解明されていなかったコミュニケーシ
ョン過程をここでは明らかにすることができた。第2に、それらの共通性と差異性を分析し、政治的介入に対し
て受動的に対応する機関の特性を、自民党長期政権という政治的文脈のもとで導出した。
次に社会的意義としては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に際して、感染症専門家と政府との関係性につ
いて、本研究をもとに提言を行い、それが専門家会議の改組の一理論的基盤となった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 

2001 年の省庁再編、2009・2012 年の政権交代を通じて、日本の行政機構は大きく変容を遂
げたが、先行研究は大規模に変化した省庁組織に関心を集中させていた。これに対して、特に近
年新しく変容を始めたのが独立機関である。2014年の内閣人事局の設置に伴う人事院の変容、
2010 年の公文書管理委員会の設置、2015 年の安保関連法の制定を通じた内閣法制局の官邸か
らの独立性の喪失など、資金・マンパワー・権限・情報といった行政資源を配分する機関があげ
られる。行政資源配分とは異なるが、2009年に設置された消費者委員会、2011年に設置された
原子力規制委員会など、個別政策では、役割が強化された事例も見られる。 
本プロジェクトは、このうち前者の「行政資源配分型」の独立機関について、その歴史的な変
容を諸資料により分析するとともに、2000年代以降の変化をオーラル・ヒストリーによって跡
付け、今後の制度構想の基本原則を導出し、2020年代以降の日本政治を展望することを目標と
する。 
その学問的意義は、第１に、行政資源配分の組織が行政組織の中核にある点で、行政資源の管
理にまつわる制度の変容は、官僚制の根幹に係わる変容ととらえられる点にある。現在起こって
いる行政資源の管理に関する独立機関の問題は、かつては各省単位で官房三課（会計・人事・文
書）で行われた行政資源の配分が、政権交代を経て成立した「官邸主導」の下、政府全体のレヴ
ェルで処理される方向へ移行する過程で生じた現象と考えられるからである。 
第２には、公文書管理法が制定され、ようやく行政資源を配分する独立機関を総体として比較
可能となった。そこでは、府省―府省統括機関―独立機関という３層構造がほぼ共通してとられ
ている（特に後二者を比較すると次頁表として整理できる）。この構造とりわけ府省統括機関と
独立機関との相互作用に焦点を当てて分析を進める。それにより「行政資源配分型」の独立機関
が良好に機能を発揮する要件とこれをもとにした行政機構の特性を導出することができるもの
と考えられる。 
 

  府省統括機関 独立機関 

資金 財務省 会計検査院 

マンパワー 内閣人事局 人事院 

権限 安倍政権の内閣法制局 安倍政権以前の内閣法制局 

情報 独立公文書管理監 公文書管理委員会 

第３には、行政機構内のダイナミズムを視野に入れつつ、立法機関との関係を含めてとらえる
ことである。会計検査院の場合は、国会と内閣とのどちらに附属するかが占領改革の中で問題と
なり、内閣人事局による各省幹部人事の弊害は、すでに国会審議で内閣人事局幹部が呼ばれて問
い正されたところである。上記の３層構造は行政機構のみならず統治機構総体の中に位置づけ
ることが可能なのである。 
第４には、今後の制度改革とそれによる政治変容を展望する。第二次以降の安倍政権が諸々の
不祥事を通じて、問題のありかを示したが、当面着手された改革は不徹底である。改革課題は何
であり、政権交代を今後経る中でどう進むべきかを明らかにする意義は高い。 
以上のように、行政資源配分型の独立機関の機能につき、その歴史的変容を明らかにし、政権
交代後の政権における行政機構のダイナミズムを解明することによって、省庁組織の外延にあ
る機関を含めた統治機構の制度構想を導出することが本研究の目的である。 
 
 
２．研究の目的 
 
従来の研究は、資金については会計制度・予算制度、マンパワーについては公務員制度、権限
については内閣法制局による法令審査研究、情報については公文書管理制度研究といった個別
の制度ごとに日本の実態調査と国際比較とを蓄積してきたが、これらを全体として比較する研
究は皆無であった。公文書管理法の制定が 2009年であり、公務員制度改革が一応の安定を見る
2014年まで改革構想が次々と出される状況であったからである。 
これに対して制度比較研究は、日本では行政委員会制度の問題として、個別制度ごとに占領改
革以後議論の蓄積が進んでいる。そして近年では、イギリスの行政学者 C.Hoodによる政府内規
制（intragovernmental regulation）、アメリカの政治学者 D.Carpenterによる独立機関の「評
判」獲得過程の研究など、規制とその評価制度の分野で理論形成が進んでいる。 
加えて、格差社会とポピュリズムが欧米諸国のデモクラシーに深刻な危機をもたらす中で、政
府内外の独立機関に注目したフランスの政治学者 P.Rosenvallon は、代表制デモクラシーと並
立する「カウンター・デモクラシー」に、司法と並んで、独立機関・評価機関を通じた権力の統



制とその正統性を重視している。独立機関は、その個別の作用が重要であるだけではなく、現代
国家のデモクラシーを正統化する機関と位置づけることができるのである。 
以上のような先行研究と比較して本プロジェクトの独自性は、第１に、従来個別にとらえられた
独立機関のうち、「行政資源配分型」に焦点を当て、それが共通して府省―府省統括機関―独立
機関という３層構造のもとに置かれ、その実態がどのように変容を遂げるかを解明する点にあ
る。こうした共通の構造を統治機構のもとに収めることで、ともすれば省庁組織にのみ関心が向
けられがちであった官僚制をより広い視野の中でとらえることができる。 
第２に、従来独立機関については、制度比較研究にとどまり、その実態への解明は必ずしも進
ん でいなかったのは、内部資料の公開が十分でなく、独立性を守るため対外的に閉鎖的であっ
たからである。本プロジェクトでは、メンバー全員がオーラル・ヒストリーの経験を豊富に持っ
ており、諸機関の幹部ないしは中堅幹部へのオーラル・ヒストリーを行うことで、その実態を解
明する。 
第３に、以上のように独立機関の機能を解明することにより、日本における現代デモクラシー
の特質を明らかにする。それは、日本政治を２１世紀現在、国際比較のもとに置くための基礎作
業となる。 
第４に、現在いまだ十分に機能しているとは言いがたいこれらの独立機関を強化するための
制度構想ないしはその基本原理を提示する。実務上求められる制度改革構想についても、学術的
に可能な範囲で提言を行うこともまた有意義であると考えられる。 
 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究は 2019 年度に、行政資源ごとに比較制度分析班を立ち上げて、国際比較と歴史分析を
各班が進める。並行して、すでに事前準備の終えた対象者からオーラル・ヒストリーを開始する。
2021 年度以降にはさらに対象者を広げてオーラル・ヒストリーを進める。その成果は適宜比較
制度分析班へとフィードバックし、情報公開請求文書、関連資料とのクロス・チェックとさらな
る分析を進める。そして 2022 年度には、オーラル・ヒストリー方法論の検討を開始し、府省組
織とは異なり閉鎖性の強い独立機関に対して有効なオーラル・ヒストリーとは何かを探り、２１
世紀にふさわしい独立機関・府省の相互作用からなる統治機構の再構成を図る。また毎年度シン
ポジウムを実施し、成果を発信する。 
 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究では、独立機関の動態を分析するための基礎作業として、会計検査院と人事院を対象に、
その職員にインタビューとオーラル・ヒストリーの聞き取りを行った。前者については、研究会
形式のインタビューを行い、1980 年代の会計検査改革論と現行の手続きへの改革構想について
聞き取った。会計検査手法を価値づける独立性の維持という会計検査院の組織的性格があるこ
とから、この手法の改革は自ずから独立性の性格を変容させることとなる。その意味では、検査
手法と独立性との連関性が部内で強く意識されていることを導出した。他方、人事院については、
国家公務員制度にもとづく勧告制度、手当制度、職員団体との交渉、研修など多岐にわたる業務
があり、それぞれの維持管理の上で、とりわけ府省との関係で独立性が観念される。また、府省
の側でどの程度独立機関の独立性を了解できるかも、府省と独立機関との関係では重要な要因
となる。行政委員会として、警察庁は国家公安員会の独立性を前提とした制度である点で、その
出身者は、この問題圏に対して一定範囲での感度が高い面がある。次に人事行政については記録
作成にもとづく研究を進めた。いずれも新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、大きな
障害に直面したが、感染の小康状態を中心に集中的に聞き取りを進めた。 
 そして、独立機関に共有する独立の理論への分析については、文部大臣として教育権の独立の
制度化に尽力し、10 年という戦後最長の最高裁判所長官を務めた田中耕太郎の評伝を通じて分
析を進めた。制度の独立には、その制度が体現する価値を彫琢するとともに、それにふさわしい
職員の配置という人事政策、制度運用を保障する財源確保としての財政政策があった上で、必要
な決定を行う。だが、田中が制度形成に尽力した戦後間もない時期においては、前者は形成途上
であり、後者は財源不足があらゆる行政領域において深刻であった。また一貫して保守政党が与
党であり、政権の方向性は保守的政策で一貫しており、これと対抗しても、人事、財政さらには
制度変更を通じて介入を受ける可能性も低くはなかった。そのため田中は、権限発動については
受動的かつ消極的であるべきと説きつつ、制度変更の介入がある場合には、これに対して積極的
な反論を主張して、介入を抑制しようとした。そこに伏在するのは、権力が独立機関に対して仮
借ない制度変更を求める介入によって、反抗を押さえようとした場合に、これに対して正面から
闘うのは、あくまでも制度設計をめぐる技術的な反論に留まり、問題の効果が国民には理解され
にくく、独立機関への支持が集まりにくいことである。そのため、制度変更にまで至らないよう
な抑制的な対応が独立機関の側には求められる。特に田中が最高裁判所長官の後半期の政権は、



首相の岸信介の構想で人事院や公正取引委員会の廃止が検討されており、独立機関にとっては
危機的な状況が続いた。そのため、最高裁判所においては、司法行政のみならず、政治的対立を
反映した砂川事件や松川事件で微妙な舵取りを迫られ、前者における統治行為論はその一例で
ある。これらは牧原出『田中耕太郎』（中公新書、2022 年）に結実した。 
 こうした制度に共通する独立性確保戦略は、決して制度形成期に限らない。確かに制度形成期
には、政権の政治判断が制度形成に直結するため、制度の側の防衛戦略も重要である。確かに制
度安定期には、比較的政治からの介入は抑制されるが、制度転換期には、再度同様の介入が生じ
やすい。2009 年と 2012 年という二つの政権交代を経験した現代日本では、政権交代にあわせた
政党の再組織化と、行政の制度改革が継続しており、その流れでは独立機関の独立性を制限する
動きが登場している。これに対して、独立機関の側では、抑制的な権力行使が続いた。政権交代
がさらに続けば、より積極的に権限を行使するという別の可能性も考えられる反面、これまでは
与野党を通じて独立機関に対する介入が継続しているため、独立機関の側もより受動的になら
ざるを得ない。これが国際比較の中でも、独立機関が脆弱な日本の特徴である。 
 こうして、行政資源としては、資金、マンパワー、権限を中心とした資源配分について独立機
関の活動について分析を進める中、改めて問題が顕在化したのが、新型コロナウイルス感染症の
グローバル・パンデミックであった。諸外国が様々な制度配置を通じて、感染症専門家が政府の
政策の科学的根拠を提供しようとしたが、それ自体が政治によって歪められたり、政治からの介
入にさらされた。日本では、専門家が政府とは別にメディアに情報発進をして世論への喚起を行
った反面、政治の側は専門家の意見を聞くことなく、独自の判断で感染症対策の規制緩和を図る
傾向が強かった。この問題は、科学的知見という情報資源をどのように政策に活かすことができ
るかが極限まで問われたと言える。このプロジェクトの調査分析の延長で、専門家に対して、専
門家の関わる会議体の再編を提言したところ、それが厚生労働省の専門家会議の改組という制
度改正の一つの行政学的根拠を提供した。また、専門家のリーダーである尾身茂氏への継続的な
インタビューを行い、同時進行型オーラル・ヒストリーに近い性質の聞き取りを続けた。さらに、
政府が「内閣感染症危機管理統括庁」を設置するに際して、感染症専門家と政治リーダー・各省
との関係を、ステークホルダーである製薬企業・大学、社会科学などの専門家との関係性につき、
平時と有事それそれについてコミュニケーション経路を検討した上で提言を行った。情報資源
は厚生労働省と保健所に遍在しているが、その分析は感染症の専門家によって担われ、政権と市
民へ情報発信される。この発信について専門家と政府との対立が続くという意味では、情報資源
の配分に先立つ資源選別が重要となる。また、政府は独自の経済情報・海外情報から感染対策に
おける規制強化の度合いを決定する。こうした情報資源の収集と選別を担うのが、内閣感染症危
機管理統括庁となるはずである。その構成と制度確立期における作動は、情報資源の選別と配分
を決定づけるのである。 
最後に、オーラル・ヒストリーの方法論としては、独立機関という閉鎖性と守秘性の強い機関
への聞き取りについては、従来のオーラル・ヒストリーとは異なる対応が必要となり、その方法
論についても新たに検討を進めた。第 1に話し手との信頼関係を繊細に構築すること、第 2に記
録をとることについて入念に説明すること、第 3 にその公開については時期を見計らうことに
ついて十分な了解を得ること、第 4 に事前に質問票を早めに送り、こちらの問題意識を説明し
て、どの範囲に焦点を当てるべきかを話し手に委ねること、第 5に以上の上で、聞き取りの流れ
の中で聞き手の関心事を問うことで当初準備した内容を超えた論点について回答を得られるこ
とが重要であるという理解を得た。これらは、新型コロナの感染拡大の前後であった 2019 年、
2022 年にシンポジウムの開催を通じて、より広い観点で検討し、磨き上げることができた。 
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